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弘前市の取組み状況について



弘前市の位置

八甲田山

世界遺産 白神山地

弘前市岩木山

弘前市の概要
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背景

問題意識：東日本大震災で実際に供給停止を経験し、エネルギー供給の外部依存への危機感が強い。

- 東日本大震災により、弘前市では地震による直接の被害は少なかったものの、電気復旧に2～3日、ガソリン、灯油などの燃
料は長期間出荷停止となり、市民生活に甚大な影響を及ぼした。

 弘前市のエネルギー供給状況

電気

ガス

石油

• 近隣には大規模な発電所がない
• 大規模な発電所は離れている

市より60km 能代火力発電所（120万kW、秋田）
90km 八戸火力発電所（25万kW）
100km 東通原子力発電所（110万ｋW）

• 日本海側よりローリー車で供給を受ける

• 最終的には海外に依存

 青森県内のエネルギー供給割合

化石燃料（ガス、石油）
80％

電気
17％

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ
3％

積雪寒冷地であり、
- 冬季の気温は氷点下となり、冬季のエネルギー供給停止は市

民の生命に関わる
- 本州最北の立地に加え、積雪が支援の障害となり孤立のリス

クは高い。

 弘前市の平均気温と積雪の深さ

エネルギー供給の多くを外部からの供給に頼っている
青森県の世帯当りの灯油使用量は全国１位
東北管内の乗用車年間走行距離は全国トップクラス
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弘前型スマートシティ構想

目的：地域資源を活用したエネルギー地産地消まちづくり

- 地域の資源を活用し、地域の自立したエネルギー供給体制を実現したい。

- 地域内には豊富な資源が存在するが、十分に活用できていない。

市内 下水汚泥、廃棄物、リンゴの剪定枝 等
周辺部 風力、波力、森林バイオマス 等

風力

波力

市内

廃棄物下水

りんごの剪定枝
絞りかす森林バイオマス

季節・時間の需給ギャップ

地域の需給ギャップ

自然エネルギー・未利用エネルギーには
地域的な偏在や季節・時間変動があり、
安定した利用が難しい

- 自然エネルギーから得られる電気には季節変動が
存在し、需要が高まる冬季に集中して得られるわけ
ではない。

- 特に夏季にはエネルギー需要が低いことから、余剰
電力が発生しやすい。

- また、自然エネルギーから得られる電気は、数分で
変化する不安定な電気であるため電力網への影響
が懸念される。

- 風力発電適地等は特に半島部に集中しているため、
人口が多く需要の高い地域とは距離がある。

 弘前市及び周辺地域の自然エネルギー、未利用エネルギー  利用の課題
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スマートシティ実現に向けたプロジェクト

◆プロジェクトの全体像

– 「くらし」「エネルギー」「ICT」分野の8つのプロジェクトにより弘前型スマートシティを実現

– 実施に際しては、事業性の評価と継続的な検証を行い、弘前型スマートシティを確実に、効率的に実現
することをめざす

– これらの他、時代とともに進歩する技術も柔軟に取込みながら継続して進めていく

弘前型
スマートシティ
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弘前市の取組み

弘前型スマートシティ推進協議会

協議会メンバー：岩谷産業株式会社 • 川崎重工業株式会社 • 株式会社大林組 • 富士電機株式会社 • 東北緑化環境保全株
式会社 • 株式会社長大 • 株式会社日水コン • 伊藤忠商事株式会社 他 現在114社

「弘前型スマートシティ」の構築に向けて、会員相互において情報交換・共有等を行うことにより、民間の企業・団体等と行政が
一体となって取り組む体制を作り、弘前型スマートシティの構築を推進する。

①弘前型
スマートシティ構想
H25.3.27公表

②弘前型スマートシティ推進協議会H25.3発足
※東北大学多元物質科学研究所加納研究室における下水汚泥からの水素製造技術開発

弘前市総合計画の目標を実現するに
当たって

エネルギー・ICTに関する分野のマス
タープラン

出典：弘前型スマートシティ構想 平成25年3月

弘前市の取り組み状況
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弘前市の取組み

つがるグリーン水素
プロジェクトの全体像

出典：「平成２５年度 下水道資源を活用した水素製造・販売・供給体制整備検討調査（平成２５年度先導的官民連携支援事業）報告書」平成26年2月

つがるグリーン水素プロジェクト

弘前地域内の
再生可能エ
ネルギーに
よる水素供
給の実現

りんごの
剪定枝

森林
バイオマス

太陽光

下水汚泥

地熱 大型風車

波力発電

りんごの
ジュース
カス

弘前市 弘前地域

リーディング・プロジェクトの
位置付け

弘前市の取り組み状況
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出典：「平成２５年度 下水道資源を活用した水素製造・販売・供給体制整備検討調査（平成２５年度先導的官民連携支援事業）報告書」平成26年2月

弘前市の取り組み状況
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出典：「平成２５年度 下水道資源を活用した水素製造・販売・供給体制整備検討調査（平成２５年度先導的官民連携支援事業）報告書」平成26年2月

弘前市の取り組み状況
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下水汚泥からの高純度水素直接製造の連続式プロセスの設計・開発
（ＮＥＤＯ 戦略的次世代バイオマスエネルギー利用技術開発事業）

平成25年 8月 6日 採択通知
平成25年 8月21日 採択者説明会
平成25年11月18日 第1回推進委員会
平成26年 2月17日 第2回推進委員会

弘前市の取り組み状況
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想定しているプロセスおよび採用予定の要素技術
1.水素製造方法：汚泥熱分解による水素製造
2.水素用途：定置型燃料電池による工場、ビニルハウス等への電気、熱の供給

【短期的】

【中長期的】

【将来】

濃縮 脱水

ベルトプレス

焼却

流動床炉

水素製造

脱水ケーキ

水素66%

燃料電池
電力（FIT売電）

熱（近隣工場、ビニルハウスへ）

×

残滓物

処理場内

民間委託
有効利用等

×

濃縮 脱水

ベルトプレス

焼却

民間委託
有効利用

流動床炉

水素製造

脱水ケーキ

水素99%

×

水素ステーション 市内FCバス FCV

処理場内

×

残滓物

想定しているプロセス
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濃縮 脱水

ベルトプレス

焼却

民間委託
有効利用

流動床炉

水素製造

脱水ケーキ

水素66%

燃料電池 電力、熱（公的機関、家庭）

余熱（融雪）

×

供給設備

処理場内 市街地

×

残滓物

低炭素ハウス
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実施を検討する事業のスキーム
 県からの汚泥の処理委託費と水素の販売収益で独立採算化を目指す。事業の運営はPFI方式で
民間事業者を活用することを想定。

 汚泥からの水素を製造技術は現時点で未確立であり、民間ノウハウを活用して水素製造効率改
善を実現する、官民連携した取組みが必要。

•民間事業者が下水処理場の敷地内に施設を整備
•県からの汚泥処理費用、水素販売収益をもって独立採算化することを目指す
•事業形式は汚泥を扱う許認可、補助金活用、税制等よりBTO方式を想定
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青森県
岩木川浄化ｾﾝﾀ-

弘前市

水素製造設備

水素灰

民間事業者

水素製造

支払
水素製造委託

汚泥

灰処理事業者

水素販売

運転・維持管理

支払
灰処理

水素販売
事業者

流域下水道への最大排出者（全処理量の６割）、
都市圏の中心自治体として圏域のエネルギー
セキュリティ向上のため水素製造に取組む

支払
汚泥処理費

燃料（電気・重油）
原材料

供給

返済

汚泥供給

想定している事業スキーム

収益

支払

金融機関等

融資
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